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２ 経済 
～暮らしと雇用を支える～ 

基本目標４ 強みを生かした産業が経済をけん引するまちにします 

基本目標５ 様々な連携により産業が高度化するまちにします 

基本目標６ 市民の雇用が安定的に確保されるまちにします 

基本目標７ 強みを生かし世界とつながるまちにします 

基本目標８ 地域コミュニティを支える産業を大切にするまちにします 
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基本目標４ 

強みを生かした産業が経済をけん引するまちにします         

将来のまちの姿-１ 

札幌・北海道の強みや時代の潮流を捉え、食、観光、環境及び健康・福祉の４つの重点

産業分野やそれに関連する様々な産業が一体となって札幌の経済成長をけん引し、

足腰の強い経済基盤が確立しています。 

データからわかる現在のすがた 

①市内企業の売上高は、平成 ２4 年度（２０１２ 年度）は約 １4 兆 ９,576 億円でした

が、平成２8年度（２０１6年度）は約２１兆 １,6２3億円と増加しています。 

②食料品製造業の製造品出荷額は、平成 3０ 年度（２０１8 年度）は ２,58０ 億円であ

り、平成２4年度（２０１２年度）以降、増加傾向にあります。 

③観光では、年間来客数が増加傾向にあり、平成２4年度（２０１２ 年度）は １,3０4万

人でしたが、令和元年度（２０１９年度）は １,5２6万人でした。 

④消費単価の高い外国人観光客の増加などにより、総観光消費額は増加傾向にあり、

平成 ２4年度（２０１２ 年度）は 3,743 億円でしたが、令和元年度（２０１９ 年度）は

5,２１5億円でした。 
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①市内企業の売上高 

（百万円）
2０１2
年度

2０１４
年度

2０１６
年度

Ａ～Ｒ 全産業（Ｓ公務を除く） １４,９５７,５７2 １５,７７９,３７８ 2１,１６2,2６６

Ａ～Ｂ 農林漁業 ２7,7０6 ２6,6０4 36,９43

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 １,９２２ ２67 １,２０２

Ｄ 建設業 １,２6２,4０９ １,3１4,53２ １,575,65１

Ｅ 製造業 88９,7１5 84２,475 １,２９5,877

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 683,２4２ 74１,９９5 85０,１78

Ｇ 情報通信業 433,87９ 35９,3２5 4０２,864

Ｈ 運輸業，郵便業 565,53２ 586,656 7１7,１９２

Ｉ 卸売業，小売業 7,１２7,435 7,９37,２85 ９,65２,4０１

Ｊ 金融業，保険業 3９7,１83 443,3００ 385,8１９

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 5２6,76０ 4９3,58９ 7０5,564

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 3１１,3９8 3０3,8９5 44０,873

M 宿泊業，飲食サービス業 4２０,78９ 4１２,２63 5１２,１7１

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 8１２,37９ 7９９,００２ 846,464

Ｏ 教育，学習支援業 ２45,374 ２3０,3９6 ２4１,4２3

Ｐ 医療，福祉 83２,９68 8９１,54９ 3,０２１,０58

Ｑ 複合サービス事業 ２９,78９ ２6,０53 ２９,755

Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 38９,０９２ 37０,１９3 446,83１

＜資料＞総務省統計局「経済センサス」 
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②食料品製造業の製造品出荷額 

③年間来客数 

１,3０4 

１,356 
１,34２ 

１,365 

１,388 

１,5２7 

１,585 

１,5２6 

１,２００

１,3００

１,4００

１,5００

１,6００

１,7００

２０１２ ２０１3 ２０１4 ２０１5 ２０１6 ２０１7 ２０１8 ２０１９

（万人）

（年度）

＜資料＞経済産業省「工業統計調査」 

＜資料＞札幌市 
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④観光消費額単価の推移、市内での総観光消費額 

＜資料＞札幌市 

※北海道が実施している経済効果調査を基準として、市が独自に市内の観光消費額を算出 
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①ＩＴ産業の売上高の推移 

3,９０９ 

4,０９3 4,１１7 
4,２１3 

4,3０6 
4,3９１ 

4,586 

3,5００

4,０００

4,5００

5,０００

２０１２ ２０１3 ２０１4 ２０１5 ２０１6 ２０１7 ２０１8

（億円）

（年度）

将来のまちの姿-２ 

従来の製造業にバイオ産業、ＩＴ 産業及びコンテンツ産業を加えた「札幌型ものづくり

産業」が根付き、他分野との連携により新たなビジネスが生まれています。 

データからわかる現在のすがた 

①札幌市のＩＴ産業の売上高は、様々な製品・サービスにおけるＡＩ・ＩｏＴなどの活用が

進んだことによる全国的なＩＴ需要の増加を受けて、平成２4年度（２０１２年度）か

ら一貫して増加傾向にあります。 

②札幌市内映像関連企業が出展した国際映像商談会における成約額は、平成 ２8 年

度（２０１6年度）以降減少しています。 

③札幌のバイオ産業の売上高は増加しており、平成 ２3 年度（２０１１ 年度）は 3１3 億

円でしたが、令和元年度（２０１９年度）は ９84億円でした。 

＜資料＞(一社)北海道 ＩＴ 推進協会「北海道 ＩＴ レポート」 



4９ 

②市内映像関連企業が制作した映像の海外輸出額の推移 

③バイオ産業の売上高 

０.4 
０.２ 

２.8 

3.6 

０.１4 ０.１3 ０.０5 ０.０4 

０.０

１.０

２.０

3.０

4.０

２０１２ ２０１3 ２０１4 ２０１5 ２０１6 ２０１7 ２０１8 ２０１９

（億円）

（年度）

＜資料＞札幌市 

※平成 ２8 年度（２０１6 年度）以降、市内企業が出展した国際映像

商談会における成約額のみを集計 

3１3 3２6 33２ 356 

46０ 4９０ 

5２7 

９47 
９84 

０

２００

4００

6００

8００

１,０００

１,２００

２０１１ ２０１２ ２０１3 ２０１4 ２０１5 ２０１6 ２０１7 ２０１8 ２０１９

（億円）

（年度）

＜資料＞札幌市 

注）２０１8 年度より調査方法を変更 
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①経営が前期と比べて安定したと答えた企業の割合（下期） 

２１.5 

２4.２ 

34.９ 

２7.１ 
２９.２ ２９.3 ２8.5 

２5.９ ２4.９ 

０.０

１０.０

２０.０

3０.０

4０.０

２０１１ ２０１２ ２０１3 ２０１4 ２０１5 ２０１6 ２０１7 ２０１8 ２０１９

（％）

（年度）

将来のまちの姿-３ 

札幌の企業の大半を構成している中小企業の活動が活性化し、裾野の広い経済基盤

が確立しています。 

データからわかる現在のすがた 

①経営が前期と比べて安定したと答えた企業の割合は、平成 ２4 年（２０１２ 年）から

２8 年度（２０１6 年度）までは増加傾向でしたが、平成 ２９ 年度（２０１7 年度）以降

減少しています。なお、令和元年度（２０１９ 年度）において企業全体では ２4.９％、

うち中小企業は２4.8％でした。 

②新製品・新技術の開発や新分野の進出に取り組むと答えた企業の割合は、６割弱だ

ったものが近年は５割弱で推移しており、平成 ２4年度（２０１２ 年度）は 58.１％で

したが、令和元年度（２０１９年度）は 46.3％でした。 

＜資料＞札幌市 

有効回答数 割合(％）

１,０4２ ２4.９

56 ２8.6

９86 ２4.8

小規模企業 3２１ ２１.９

全体

大企業

中小企業

規模別

＜資料＞札幌市 

令和元年度（２０１９年度）規模別
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②新製品・新技術の開発や新分野の進出に取り組むと答えた企業の割合 

6２.5 
58.１ 56.０ 56.7 58.１ 

4９.4 
46.０ 

43.6 
46.3 

０.０

２０.０

4０.０

6０.０

8０.０

２０１１ ２０１２ ２０１3 ２０１4 ２０１5 ２０１6 ２０１7 ２０１8 ２０１９

（％）

（年度）

＜資料＞札幌市 
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基本目標５ 

様々な連携により産業が高度化するまちにします             

①ＩＴ・コンテンツを活用して高付加価値を付けようと思っている企業の割合 

１3.２ 
１5.２ 

１4.０ 
１5.3 

１９.１ 
２０.6 

２２.２ 

２4.９ 

０.０

１０.０

２０.０

3０.０

２０１２ ２０１3 ２０１4 ２０１5 ２０１6 ２０１7 ２０１8 ２０１９

（％）

（年度）

将来のまちの姿-１ 

時代の潮流から生み出される新たな需要を的確に捉え、産・学・官の連携や同業種・

異業種間の連携などにより、創造性を発揮した様々なイノベーションが起きていま

す。 

データからわかる現在のすがた 

①ＩＴ・コンテンツを活用して高付加価値を付けようと思っている企業の割合は増加傾

向にあり、平成 ２4 年度（２０１２ 年度）に １3.２％でしたが、令和元年度（２０１９ 年

度）は ２4.９％でした。 

②クリエイティブ産業の従事者数は、平成２4年度（２０１２年度）に33,９47人でした

が、平成２8年度（２０１6年度）は 35,９34人と増加しています。 

③札幌市における平成２6～２8年（２０１4～２０１6年）の開業率は6.１％で、全国平

均と比べると１.１ポイント上回っています。また、廃業率は９.4％で、全国平均と比

べると１.8ポイント上回っています。主要１１都市では、開業率は3位、廃業率は3

位となっています。 

④オープンデータを利活用しようと思っている企業の割合は、平成 ２7 年度（２０１5

年度）は35.９％に対し、平成3０年度（２０１8年度）は3２.4％であり、ほぼ横ばい

です。 

＜資料＞札幌市 
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②クリエイティブ産業の従事者数 

③開廃業率の他都市比較（平成2６～2８年（2０１４～2０１６年）） 

④オープンデータを利活用しようと思っている企業の割合 

（人） 
2０１2 

年度 

2０１４ 

年度 

2０１６ 

年度 

クリエイティブ産業の従事者数 33,９47 35,２3１ 35,９34 

＜資料＞総務省統計局「経済センサス」 

＜資料＞総務省統計局「経済センサス」をもとに札幌市作成 

2０１５
年度

2０１８
年度

オープンデータを利活用しようと
思っている企業の割合

35.９％ 3２.4％

＜資料＞札幌市 
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①札幌を含めた広域経済圏の輸出額 

１,838 

２,6２２ 

3,０7２ 3,０76 

２,468 
２,3２8 ２,36０ 

２,１２7 

０

１,０００

２,０００

3,０００

4,０００

２０１１ ２０１3 ２０１4 ２０１5 ２０１6 ２０１7 ２０１8 ２０１９

（億円）

（年度）

将来のまちの姿-２ 

道外から多くの先端技術分野の企業などが進出し、札幌圏に集積しています。これに

より取引関係が広がるとともに、地場産業の付加価値が向上するなど、札幌圏を含め

た北海道全体の産業の競争力が高まっています。 

データからわかる現在のすがた 

①札幌を含めた広域経済圏の輸出額は、平成２3年度（２０１１年度）に１,838億円で

あったものが、平成２6年度（２０１4年度）、平成２7年度（２０１5年度）は3,０００

億円を超えましたが、近年は減少傾向にあり、令和元年度（２０１９ 年度）は ２,１２7

億円でした。 

②誘致施策を活用した立地企業数（累計）は、平成２4年度（２０１２年度）は8１件でし

たが、年に １3 件程度ずつ誘致し、令和元年度（２０１９ 年度）は １73 件になってい

ます。 

③食料品製造業の粗付加価値額は、９００億円前後でほぼ横ばいの傾向にあります。 

④令和元年（２０１９年）3月に近隣の１１市町村とともに、さっぽろ連携中枢都市圏を

形成し、国内外において競争力を有する強い経済圏域の実現を目指しています。 

＜資料＞貿易統計 
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②誘致施策を活用した立地企業数（累計） 

③食料品製造業の粗付加価値額 

④第１回さっぽろ連携中枢都市圏関係首長会議 

78２ 

8９7 88９ 
8１6 

９58 
8９4 886 

９4０ 

０

２００

4００

6００

8００

１,０００

１,２００

２０１０ ２０１２ ２０１3 ２０１4 ２０１5 ２０１6 ２０１7 ２０１8

（億円）

（年）

8１ 

９5 

１１１ 

１２5 
１38 

１46 

１6１ 
１73 

０

5０

１００

１5０

２００

２０１２ ２０１3 ２０１4 ２０１5 ２０１6 ２０１7 ２０１8 ２０１９

（社）

（年度）

＜資料＞札幌市 

＜資料＞経済産業省「工業統計調査」 
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①丘珠空港における利用者数の推移 

将来のまちの姿-３ 

空港、港湾、高速道路、北海道新幹線などの広域的な交通ネットワークを効果的に活

用し、道外や道内他市町村とのヒトやモノの流れが活発化しています。 

データからわかる現在のすがた 

①近年の道内路線の好調や静岡線・松本線の新規開設などにより、丘珠空港の利用者

数は増加しており、令和元年度（２０１９年度）は ２67,46２人となっています。 

②令和 １２ 年度（２０3０ 年度）末に予定している北海道新幹線札幌開業に向け、新函

館北斗駅から札幌駅までの約２１２ｋｍについて平成２4年（２０１２年）に工事実施

計画の認可を受け、平成3０年度（２０１8年度）から準備工事等に着手しています。 

③札幌市は人口１００万人以上の政令指定都市の中で、都心から高速道路までの距離

が最も遠く、特に冬期は速達性・定時性が確保されていない状況です。都心と高速

道路のアクセス性を向上させるため、創成川通の機能強化に向けた検討を国など

の関係機関と連携して進めており、令和元年度（２０１９ 年度）には国が行う一般国

道５号創成川通の計画段階評価において、都心アクセス道路の整備方針が地下整

備案に決定し、令和２年度（２０２０年度）に札幌市の都市計画に位置付けました。 
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②北海道新幹線駅・ルート 

③人口 １００万人以上の政令指定都市における都心駅から最寄り ＩＣ間距離の比較 

4.6 

3.5 

１.6 １.5 １.4 １.3 

０.5 ０.5 ０.5 ０.4 ０.3 

０.０

１.０

２.０

3.０

4.０

5.０

札
幌
市

川
崎
市

京
都
市

仙
台
市

神
戸
市

さ
い
た
ま
市

大
阪
市

名
古
屋
市

福
岡
市

横
浜
市

広
島
市

（ｋｍ）

＜資料＞札幌市 

＜資料＞札幌市 
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基本目標６ 

市民の雇用が安定的に確保されるまちにします             

①有効求人倍率の推移 

将来のまちの姿-１ 

雇用の受け皿となる中小企業の経営基盤の強化や、雇用創出力の高い企業の市内や

近隣市町村への進出、さらには、求職者への様々な就業支援などにより、市民の雇用

が安定的に確保されています。 

データからわかる現在のすがた 

①平成２１年度（２００９年度）には、全国の有効求人倍率は０.4２倍、札幌圏は０.3０

倍でしたが、以後緩やかに上昇を続け、全国では平成 ２6 年度（２０１4 年度）、札幌

圏では平成２９年度（２０１7年度）に１倍を超え、令和元年度（２０１９年度）は全国

で １.4１ 倍、札幌圏では１.１２倍となっています。 

②一方、建設・採掘の分野では、平成 ２２ 年度（２０１０ 年度）までは有効求人倍率が １

倍を下回っていましたが、平成２3年度（２０１１年度）以降、人手不足の状況が拡大

しています。 

③ 札幌市の有業率は 55.7％で、全国（5９.7％）と比べると 4 ポイント低くなってい

ます。政令指定都市の中では２番目に低くなっています。 

＜資料＞北海道労働局 

※ 札幌圏とは、札幌市、江別市、北広島市、石狩市(浜益区を除く)、当別町、新篠津村を指す。 



5９ 

②建設・採掘分野における有効求人倍率の推移 

③全国及び政令指定都市の有業率比較 

66.6 

5９.7 
55.7 

55.０ 

5０.０

55.０

6０.０

65.０

7０.０

川
崎
市

相
模
原
市

広
島
市

横
浜
市

名
古
屋
市

福
岡
市

さ
い
た
ま
市

静
岡
市

仙
台
市

浜
松
市

岡
山
市

大
阪
市

京
都
市

全
国
千
葉
市

熊
本
市

新
潟
市

堺
市
神
戸
市

札
幌
市

北
九
州
市

（％）

＜資料＞総務省統計局「就業構造基本調査」（平成 ２９年） 

＜資料＞北海道労働局データを基に「札幌圏の年度別有効求人倍率（パート含む常用）」として作成 



6０ 

①全国及び政令指定都市の有業率比較（男性、女性） 

 （男性） 

76.6 

6９.２ 

65.4 

4０.０

5０.０

6０.０

7０.０

8０.０

川
崎
市

横
浜
市

福
岡
市

さ
い
た
ま
市

相
模
原
市

広
島
市

名
古
屋
市

仙
台
市

静
岡
市

浜
松
市

全
国
京
都
市

千
葉
市

岡
山
市

大
阪
市

神
戸
市

新
潟
市

北
九
州
市

熊
本
市

堺
市
札
幌
市

（％）

将来のまちの姿-２ 

誰もがそれぞれの能力を生かして働くことで、自立して暮らしています。その中でも

働く意欲を持つ女性が地域経済を支える担い手として活躍しています。 

データからわかる現在のすがた 

①男性の有業率をみると、札幌市は 65.4％で、全国（6９.２％）と比べると 3.8 ポイ

ント低くなっています。女性の有業率をみると、札幌市は 47.5％で、全国

（5０.7％）と比べると3.２ ポイント低くなっています。 

②女性活躍の推進に資する取組について、「育児休業など働きやすい制度の充実」

（34.8％）が最も多く、次いで「短時間勤務など多様な勤務形態での運用」が続き

ました。一方で、取組を行っていない企業が4１.１％と半数近くある状況です。 

③就労支援施設などの福祉施設から一般就労へ移行した人数は増加傾向にあり、平

成２3年度（２０１１年度）は２3１人でしたが、平成3０年度（２０１8年度）は585

人でした。 

＜資料＞総務省統計局「就業構造基本調査」（平成２９年） 
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 （女性） 

②女性の活躍の推進に資する取組について（平成３０年度） 

③就労支援施設などの福祉施設から一般就労への移行者数 

56.4 

5０.7 
47.5 

45.3 

4０.０

5０.０

6０.０

7０.０

8０.０

川
崎
市

相
模
原
市

広
島
市

福
岡
市

名
古
屋
市

静
岡
市

浜
松
市

大
阪
市

岡
山
市

仙
台
市

さ
い
た
ま
市

横
浜
市

京
都
市

熊
本
市

全
国
新
潟
市

千
葉
市

堺
市
札
幌
市

神
戸
市

北
九
州
市

（％）

＜資料＞総務省統計局「就業構造基本調査」（平成２９年） 

＜資料＞札幌市 

34.8％

33.6％

１3.8％

２7.3％

０.０％ １０.０％ ２０.０％ 3０.０％ 4０.０％

育児休業など働きやすい制度の充実

短時間勤務など多様な勤務形態での運用

取り組んではいないが、関心はある

特に取り組んでいない



6２ 

①仕事と生活の調和が取れていると思う人の割合 

②2５～３９歳の週間就業時間が６０時間以上の有業者割合の推移 

 （男性）                         （女性） 

将来のまちの姿-３ 

市民や企業の間でワーク・ライフ・バランスの考え方が浸透し、実践されています。こ

れにより市民一人一人がやりがいや充実感を感じながら働いています。また、多くの

企業が従業員の意欲・能力・創造性を引き出し、生産性を向上させるとともに、優秀

な人材を確保することにより、社会全体が活性化しています。 

データからわかる現在のすがた 

①仕事と生活の調和が取れていると思う人の割合は５割程度で伸び悩んでおり、平成

２4年度（２０１２年度）は47.4％でしたが、令和元年度（２０１９年度）は3９.２％で

した。 

②札幌市の有業者の労働時間をみると、過去から、男女ともに全国と比較して長時間

労働の傾向にあることがわかります。 

※年間就業日数２００日以上の有業者の数値 

※各年 １０月 １日現在 
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基本目標７ 

強みを生かし世界とつながるまちにします                 

①外国人宿泊者数の推移 

将来のまちの姿-１ 

札幌・北海道の強みを生かし、アジアを始めとする経済成長の著しい地域からの観光

客の増加やこのような地域への販路の拡大などにより、多くの外貨を獲得していま

す。 

データからわかる現在のすがた 

①外国人宿泊者数は、入国査証発給要件の緩和や円安の影響、新千歳空港における

国際線直行便の新規就航や発着枠の拡大などにより増加し、令和元年度（２０１９年

度）は ２4２ 万人でした。国別では、中国・台湾・韓国・香港の東アジアの割合が７割

以上を占めています。 

②観光地としての総合満足度は、一時低下したものの、近年は増加傾向にあり、令和

元年度（２０１９年度）は２９.９％でした。 

③国際会議の開催件数は増加傾向にあり、平成２4年（２０１２年）は 6１件でしたが、

令和元年（２０１９年）は １０２件でした。 

④北海道の輸出額は、平成 ２4年（２０１２ 年）以降平成２7年（２０１5 年）までは増加

していましたが、平成 ２8 年（２０１6 年）以降は減少傾向であり、令和元年（２０１９

年）の輸出額は約3,１２１億円、輸入額は約１兆２,53２億円と、約９,4１１億円の

輸入超過となっています。 

⑤札幌市内からの食料品輸出額は増加しており、平成２4年（２０１２年）は約１3億円

でしたが、令和元年（２０１９年）は約 １１１ 億円となっています。 
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②観光地としての総合満足度 

③国際会議開催件数 

２7.０ 

２１.９ ２3.０ 
２０.6 

２4.6 

２7.6 ２6.8 

２９.９ 

０.０

１０.０

２０.０

3０.０

4０.０

２０１２ ２０１3 ２０１4 ２０１5 ２０１6 ２０１7 ２０１8 ２０１９

（％）

（年度）

＜資料＞札幌市 

＜資料＞ＪＮＴＯ「国際会議統計」 
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④貿易額の推移（北海道） 

⑤食料品輸出額の推移 

＜資料＞財務省函館税関「北海道貿易概況」 
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①外資系企業数の推移（主な都道府県） 

将来のまちの姿-２ 

市内や近隣市町村への外国企業の進出により、新たな雇用や地場企業への様々な波

及効果が生まれています。 

データからわかる現在のすがた 

①外資系企業の多くが首都圏に進出しており、北海道へ進出している外資系企業は

１１企業とほぼ横ばいの傾向です。 

②札幌市の誘致施策を活用し立地した外資系企業数は平成 ２5 年度（２０１3 年度）以

降３件増加し、累計で７件となっています。 

（社） 2０１2 2０１３ 2０１４ 2０１５ 2０１６ 2０１７ 2０１８

北海道 １3 １１ １１ １3 １4 １6 １１

宮城県 5 6 6 5 7 6 4

埼玉県 54 5９ 63 6９ 68 6１ 5２

千葉県 6１ 66 6１ 64 65 6１ 54

東京都 １,９8１ ２,１3１ ２,２84 ２,２９6 ２,１67 ２,１９3 ２,２4０

神奈川県 ２９3 ２９９ 3１９ 336 3２２ 3２7 335

新潟県 ９ １０ １２ １3 １１ １１ １3

静岡県 ２９ 33 ２8 ２6 ２6 ２１ ２２

愛知県 56 67 7０ 73 7０ 8１ 84

京都府 １4 １２ １6 ２０ １９ １8 １7

大阪府 １63 １68 １64 １77 １7２ １64 １6１

兵庫県 85 8１ 85 ９5 8０ 83 8１

岡山県 7 8 ９ ９ 3 4 5

広島県 １０ ９ 5 8 8 １3 １4

福岡県 ２２ ２９ ２5 3０ ２２ 3１ ２９

＜資料＞経済産業省「外資系企業動向調査」 
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②誘致施策を活用した外資系の立地企業数（累計） 

4 4 4 

5 

6 6 

7 7 

０

２

4

6

8

２０１２ ２０１3 ２０１4 ２０１5 ２０１6 ２０１7 ２０１8 ２０１９

（社）

（年度）

＜資料＞札幌市 
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①札幌市内の外国人留学生の推移 

将来のまちの姿-３ 

企業では、グローバル化に対応した国際的な視野を持った人材が活躍しています。 

データからわかる現在のすがた 

①札幌市内の外国人留学生は増加しており、平成 ２3 年（２０１１ 年）は １,8１3 人でし

たが、令和元年（２０１９年）は ２,6９7人でした。 

②グローバル化への取組を行っている企業の割合は、平成 ２4 年度（２０１２ 年度）は

8.7％でしたが、近年は １０％強で横ばい傾向にあり、令和元年度（２０１９ 年度）は

１２.２％でした。 

③海外を市場としたビジネスを行う上での課題は「現地情報・法制度等の情報・ノウハ

ウ不足」が最も多く、次いで「言語・ビジネス慣習の違い」、「人材、資金が不足」の順

になっています。 

＜資料＞日本学生支援機構 
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②グローバル化への取組を行っている企業の割合 

③海外を市場としたビジネスを行う上での課題（令和元年上期） 

２９.4 

１5.4 

１９.6 

5.０ 

２１.8 

９.6 

4.１ 

２6.4 

１7.8 

１.5 

１０.２ 

０.０ １０.０ ２０.０ 3０.０ 4０.０

現地情報・法制度等の情報・ノウハウ不足

販売先・調達先の確保

人材、資金が不足

物流の確保・効率化

言語・ビジネス慣習の違い

代金回収、為替変動によるリスクが不安

知的財産、技術・ノウハウの流出の懸念

必要性を感じない

特になし

その他

無回答

8.7 
8.２ 

１２.3 
１3.２ 

１０.１ 

１１.９ １１.7 
１２.２ 

０.０

5.０

１０.０

１5.０

２０１２ ２０１3 ２０１4 ２０１5 ２０１6 ２０１7 ２０１8 ２０１９

（％）

（年度）

＜資料＞札幌市 

＜資料＞札幌市 

有効回答数：１,１3０ 



7０ 

①ＪＩＣＡ各センターにおける研修員受入実績 

8１ 

8９ 

９９ 

55 

65 

5１ 53 5２ 53 

58２ 585 

634 

476 

447 
477 

5２5 

3９5 

35０ 

０

１００

２００

3００

4００

5００

6００

7００

０

２０

4０

6０

8０

１００

１２０

１4０

２０１１ ２０１２ ２０１3 ２０１4 ２０１5 ２０１6 ２０１7 ２０１8 ２０１９

コース数

研修員数

（年度）

（コース） （人）

将来のまちの姿-４ 

札幌・北海道の地理的な特性などを踏まえた海外との様々な都市間交流や互恵的な

国際協力が、新たなビジネスへの架け橋になっています。 

データからわかる現在のすがた 

①ＪＩＣＡ 札幌では、平成 ２3 年度（２０１１ 年度）から令和元年度（２０１９ 年度）の間に

5９8コース、4,47１人の研修員の受入れを行いました。 

②札幌市では、平成 ２6 年度（２０１4 年度）から令和元年度（２０１９ 年度）までの間に

選手、役員、観客を合わせて １,０００ 人以上が参加する大規模な大会を １１ 大会開

催しました。 

＜資料＞ＪＩＣＡ 北海道公式Ｗｅｂサイト 
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②新たに開催された国際大会等 

＜資料＞札幌市 

開催年度 開催期間 大会名称 備考

１ ２０１4 ２０１5.１.２２～１.２4 ＦＩＳノルディックコンバインドワールドカップ２０１5札幌大会

２ ２０１4 ２０１5.3.１4～3.２２ ２０１5年世界女子カーリング選手権大会

3 ２０１5 ２０１6.２.１１～２.１4 ２０１6男子オリンピック２次予選 アイスホッケー

4 ２０１5 ２０１6.２.１3～２.１4 ＦＩＳスノーボードワールドカップ２０１6札幌大会

5 ２０１6 ２０１6.１１.２5～１１.２7 ２０１6ＮＨＫ杯国際フィギュアスケート競技大会

6 ２０１6 ２０１7.２.１０～２.１１ ＦＩＳノルディックコンバインドワールドカップ２０１7札幌大会

7 ２０１6 ２０１7.２.１９～２.２6 ２０１7年冬季アジア札幌大会

8 ２０１6 ２０１7.3.１8～3.２２ ＩＰＣノルディックスキーワールドカップ札幌大会

９ ２０１8 ２０１９.２.１4～２.１7 第74回国民体育大会冬季大会スキー競技会

１０ ２０１8 ２０１９.3.１２～3.１7 ２０１９ワールドパラノルディックスキーワールドカップ

１１ ２０１９ ２０１９.９.２１～９.２２ ラグビーワールドカップ２０１９大会 札幌開催は２試合



7２ 

基本目標８ 

地域コミュニティを支える産業を大切にするまちにします       

①商店街数・加盟店舗数の推移 

将来のまちの姿-１ 

地域の身近な利便性を確保する役割の一翼を担う商店街が活性化し、地域のにぎわ

いを生み出しています。 

データからわかる現在のすがた 

①平成２4年度（２０１２年度）からの商店街数や商店街加盟店舗数は減少基調にあり

ます。 

②活性化事業により地域住民・団体との結びつきが強くなったと回答した商店街が約

９割、商店街への集客について効果があったと回答した商店街が約７割となってい

ます。 

＜資料＞札幌市 
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②札幌市の補助制度を利用した商店街数及びその事業効果の推移 

２９ 

4１ 
38 38 36 

48 

９１ 

83 

９7 
９3 ９5 

９２ 

5０ 

6０ 

7１ 73 

57 

7０ 

０

２０

4０

6０

8０

１００

０

２０

4０

6０

8０

１００

２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１3 ２０１4 ２０１5

補助制度を利用した商店街数（延べ）

地域住民・団体との結びつきが「強くなった」との回答率

商店街への集客について「効果があった」との回答率

（年度）

（商店街数） （回答率〔％〕）

＜資料＞札幌市 
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①経済産業省「ソーシャルビジネス５５選」 

②ソーシャルビジネス養成講座受講率 

９8.8 

１２4.０ 

86.１ 

66.7 

１２5.3 
１２０.０ 

９4.7 

１１6.９ 

０.０

5０.０

１００.０

１5０.０

２０１２ ２０１3 ２０１4 ２０１5 ２０１6 ２０１7 ２０１8 ２０１９

（％）

（年度）

将来のまちの姿-２ 

ビジネスの手法を活用して地域課題の解決を実践するソーシャルビジネスやコミュニ

ティビジネスが活発化し、地域コミュニティを支える産業としての役割を果たしてい

ます。 

データからわかる現在のすがた 

①札幌市内の特定非営利活動法人等の中で、経済産業省による「ソーシャルビジネス

55選」に選出された好事例も生まれています。 

②ソーシャルビジネス担い手育成講座を実施し、ソーシャルビジネス起業家の育成や

ネットワーク構築などを推進しています。ソーシャルビジネス担い手育成講座の受

講率は １００％を超えるなど、高い数値で推移しています。 

＜資料＞札幌市 

＜資料＞経済産業省「ソーシャルビジネス 55選」 


